
受 託 研 究 契 約 書

　学校法人 武庫川学院（以下「甲」という。）と●●株式会社（以下「乙」という）は、次の条項により受託研究契約（以下「本契約」という。）を締結するものとする。
（基本事項）
第１条　甲は、乙の委託により、次の受託研究（以下「本受託研究」という。）を実施するものとする。
(1) 研究課題：○○○○に関する研究
(2) 研究内容：

　① ・・・・・

　② ・・・・・
(3) 研究担当者：武庫川女子大学□□学部□□学科　☆☆【資格】　○○○○【氏名】

(4) 研究期間：○○年○月○日から○○年○月○日まで

(5) 研究場所：武庫川女子大学□□学部□□学科

（研究経費）
第２条　乙は、本受託研究に要する経費（以下「研究経費」という。）として金△△△△円（消費税・間接経費を含む）を負担するものとする。
２　乙は、前項の研究経費を甲からの適法な請求書を受理した日の属する月の翌月末までにその支払を行うものとする。

（経理処理）
第３条　前条の研究経費の経理処理は、甲が行うものとする。
（受託研究の中止）
第４条　乙は、本受託研究の甲への委託を一方的に中止することはできないものとする。
２　甲は、天災その他甲又は乙いずれの責に帰すことのできないやむを得ない事由がある場合、乙との協議により本受託研究を中止し、又は研究期間を延長することができるものとする。ただし、甲はその責を負わないものとする。
（研究経費の返還）
第５条　甲は、第２条第２項により納入された研究経費を原則として乙に返還しないものとする。ただし、甲は、前条第２項により本受託研究を中止した場合、当該中止によって不用となった研究経費の全部又は一部を乙の求めに応じて返還することができるものとする。

（研究経費が不足した場合の措置）
第６条　甲は、第４条第２項による研究期間の延長、又はその他の事由により研究経費に不足が生じた場合、その不足額を乙に請求できるものとする。

２　乙は、前項の請求に基づき、甲との協議により、当該不足額を甲に対して支払うか否かについて決定するものとする。
（情報・試料等の開示・提供）
第７条　乙は、乙の保有する情報・知識等を甲の本受託研究の遂行に必要な範囲において甲に無償で開示するものとする。
２　乙は、乙の保有する試料等を甲の本受託研究の遂行に必要な範囲において甲に無償で提供するものとし、その搬入に要する経費を負担するものとする。

３　乙は、乙の保有する機器・備品等を甲の本受託研究の遂行に必要な範囲において無償で貸与するものとし、その搬入及び返却時の搬出に要する費用を負担するものとする。　
（設備等の帰属）
第８条　甲が第２条第１項の研究経費により新たに取得した設備・器具・備品等の所有権は、甲に帰属するものとする。
（再委託等の禁止）
第９条　甲は、書面による乙の事前の承諾なしに、第三者へ本受託研究の一部又は全部を再委託し、若しくは本契約にもとづく権利及び義務を承継させてはならないものとする。
（秘密情報の保持）
第10条　甲及び乙は、本受託研究の実施にあたって相手方より開示を受け、又は知り得た技術上及び営業上の情報（以下「秘密情報」という。）を第三者に開示し、又は漏洩してはならないものとする。ただし、次の情報は、秘密情報から除くものとする。
(1) 相手方から当該情報の開示を受け、又は知り得た時点で既に自らが所有していた情報
(2) 相手方から当該情報の開示を受け、又は知り得た時点で既に公知となっていた情報

(3) 甲又は乙の責に帰すべき事由によらないで公知となった情報

(4) 正当な権限を有する第三者より適法に取得した情報
(5) 開示について事前に相手方の書面による同意を得た情報
２　甲及び乙は、本受託研究の終了後、速やかに秘密情報に関する書類等を相手方に返却し、又は復元不可能な状態にして処分しなければならないものとする。

（研究成果の報告）
第11条　甲は、本受託研究を完了した日の翌日から起算して30日以内に、本受託研究の成果をまとめた報告書を乙に提出するものとする。
（研究成果の公表）
第12条　甲及び乙は、第10条第１項に定める秘密情報を除き、本受託研究によって得られた研究成果を発表又は公表することができるものとする。
２　前項の研究成果を発表又は公表する内容、時期及び方法は、甲乙双方の協議により決定するものとする。
（知的財産権の取扱い）
第13条　本受託研究の結果生じた特許権、実用新案権、意匠権及び著作権その他これらに準ずる権利（以下「特許権等」という。）は、甲又は甲に属する研究担当者に帰属するものとする。

２　前項の規定にかかわらず、乙は、甲が承継した前項の特許権等（著作権を除く）について共有を希望する場合、その旨を甲に申し出るものとし、甲は乙との協議により、当該特許権等の一部を乙に譲渡することができるものとする。

３　乙は、前項により特許権等を共有する場合、その出願・権利化・維持管理等の手続きを行い、それに要する費用を全額負担するものとする。

４　前２項に関する詳細については、甲及び乙の協議の上、別途契約等により定めるものとする。

（契約の有効期間）
第14条　本契約の有効期間は、第１条に定める期間とする。
２　前項の規定にかかわらず、第７条第３項、第８条、第10条から第13条、第16条及び第18条の規定は、本契約の終了後もそれぞれの対象事項が消滅するまでなお有効に存続するものとする。

（契約の解除）

第15条　甲及び乙は、相手方が本契約に違反し、又は相手方の責に帰すべき事由により本契約の維持に重大な支障をきたす事態が生じた場合において、相手方にその是正について書面により催告し、催告後30日以内に相手方がこれを是正しないときには、本契約を解除することができる。

（損害賠償）

第16条　甲及び乙は、自らの故意又は重大な過失により相手方に損害を与えた場合、相手方に対し賠償を行わなければならないものとする。
（協議解決）

第17条　甲及び乙は、本契約に定めのない事項が生じた場合又は本契約の解釈に疑義が生じた場合、誠意を持って協議し、これを円満に解決するものとする。

（管轄裁判所）

第18条　万一、本契約に関して紛争が発生した場合の第一審専属的合意管轄裁判所は、被告の所在地を管轄する地方裁判所とする。
以上、本契約の締結の証として、本契約書２通を作成し、甲及び乙の記名押印の上、各自１通を保有するものとする。
　○○年○月○日
甲　　所在地　　兵庫県西宮市池開町６番46号
名称　　学校法人 武庫川学院
代表者名　　　　 理 事 長　　大 河 原　　 量
乙　　所在地　　□□県□□市□□町○丁目○番地
名　　称　　●●株式会社
代表者名　  代表取締役社長　 ○　○　○　○

